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㈱山陰合同銀行(8381) 平成３０年３月期 第２四半期決算短信  

 

１．当中間決算に関する定性的情報 
(1)連結経営成績に関する定性的情報 

連結ベースの損益状況については、貸出金利回りが一段と低下する中で、積極的なリスクテイクに

よる貸出金の増加や、外国証券や投資信託などへの機動的な投資といった収益増強策を講じましたが、

資金利益は前年同期比８億 29 百万円減少しました。 

また、役務取引等利益は事業支援手数料などの増加により、前年同期比１億 42 百万円増加しまし

た。このほか、与信費用の減少や株式等関係損益の増加といった利益増加要因があった一方で、営業

経費の増加や米国債の入れ替えによる債券売却損の増加などの利益減少要因がありました。 

以上により、経常利益は前年同期比８億 49百万円減少の 105 億 31百万円となりました。また、固

定資産の減損損失が減少したほか、証券子会社の黒字化や連結子会社の出資比率を高めたことなどか

ら、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比 15 百万円増加の 73億 33百万円となりました。 

 

(2)連結財政状態に関する定性的情報 

連結ベースの預金は、個人預金および法人預金のほか、公金預金が増加する一方で、金融機関預金

が減少した結果、前期末残高に比べ 727 億円減少し、中間期末残高は３兆 8,648 億円となりました。 

連結ベースの貸出金は、山陰両県を中心に住宅ローンなどの個人向け貸出が増加したほか、兵庫・

大阪地区などで法人向け貸出が増加したことなどから、前期末残高に比べ 799億円増加し、中間期末

残高は２兆 8,781億円となりました。 

連結ベースの有価証券は、日本国債への再投資が難しい中で、外国証券や投資信託等への投資を機

動的に行った結果、前期末残高に比べ 588億円減少し、中間期末残高は１兆 8,618億円となりました。 

 

(3)連結業績予想に関する定性的情報 

国内経済情勢は、アジアや米国向けを主体に輸出が増勢を維持する中で、堅調な設備投資などを下

支えに生産活動は増加傾向で推移し、企業の景況感も大企業を中心に改善しました。また、高水準の

住宅投資や公共投資の押し上げ効果に加えて、個人消費も雇用・所得環境の改善や耐久消費財の買い

替え需要などを背景に、持ち直しの動きが徐々に広がりました。 

当行グループの主たる営業地盤である山陰地方の経済は、公共投資は弱含んだものの、電子部品や

機械部品などをけん引役に生産活動が高めの水準で推移し、設備投資も製造業を中心に緩やかに増加

しました。また、雇用環境の改善などにより個人消費や住宅投資で前向きの変化が見られるなど、総

じて緩やかな持ち直しの基調で推移しました。 

こうした状況の中、当行の収益環境については、日本銀行のマイナス金利政策のもと、貸出金利回

りが一段と低下するなど、厳しい状況が続くものと予想されますが、中期経営計画で掲げた各施策を

着実に実行してまいります。 

平成 29年度通期の連結ベースの損益は、経常利益 197 億円程度（前期比８億円減少）、親会社株主

に帰属する当期純利益 136億円程度（前期比２億円増加）を予想しております。また、単体ベースで

は経常利益 191 億円程度（前期比３億円減少）、当期純利益 133 億円程度（前期並み）を予想してお

ります。 
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 (4)継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 
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３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

現金預け金 551,352 526,257

コールローン 36,142 4,488

買入金銭債権 8,754 8,657

商品有価証券 224 306

金銭の信託 3,996 4,005

有価証券 1,922,061 1,863,275

貸出金 2,822,492 2,903,883

外国為替 4,317 4,354

その他資産 23,123 44,572

その他の資産 23,123 44,572

有形固定資産 34,445 34,295

無形固定資産 1,805 1,656

前払年金費用 4,288 4,247

支払承諾見返 16,456 16,107

貸倒引当金 △37,621 △36,781

投資損失引当金 △91 △85

資産の部合計 5,391,748 5,379,241

負債の部

預金 3,949,161 3,878,168

譲渡性預金 7,200 12,260

コールマネー 29,730 10,878

売現先勘定 34,330 36,246

債券貸借取引受入担保金 410,793 585,938

借用金 496,472 438,087

外国為替 17 28

その他負債 81,975 24,625

未払法人税等 1,738 2,809

リース債務 265 256

資産除去債務 421 422

その他の負債 79,549 21,137

賞与引当金 970 954

退職給付引当金 9,185 9,077

株式給付引当金 99 141

睡眠預金払戻損失引当金 371 317

その他の偶発損失引当金 840 789

繰延税金負債 7,536 9,336

再評価に係る繰延税金負債 2,363 2,361

支払承諾 16,456 16,107

負債の部合計 5,047,505 5,025,319
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部

資本金 20,705 20,705

資本剰余金 15,516 15,516

資本準備金 15,516 15,516

利益剰余金 250,615 256,155

利益準備金 17,584 17,584

その他利益剰余金 233,030 238,570

固定資産圧縮積立金 178 176

別段積立金 211,829 216,829

繰越利益剰余金 21,022 21,564

自己株式 △851 △697

株主資本合計 285,985 291,679

その他有価証券評価差額金 54,778 58,959

繰延ヘッジ損益 36 △32

土地再評価差額金 2,970 2,965

評価・換算差額等合計 57,786 61,892

新株予約権 470 349

純資産の部合計 344,242 353,922

負債及び純資産の部合計 5,391,748 5,379,241
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

経常収益 37,029 39,509

資金運用収益 31,312 31,432

（うち貸出金利息） 16,398 16,236

（うち有価証券利息配当金） 13,209 13,537

役務取引等収益 4,936 5,351

その他業務収益 84 646

その他経常収益 696 2,078

経常費用 26,339 29,299

資金調達費用 4,070 4,721

（うち預金利息） 2,465 2,312

役務取引等費用 2,328 2,361

その他業務費用 61 2,028

営業経費 19,579 19,571

その他経常費用 299 616

経常利益 10,689 10,209

特別利益 0 0

特別損失 175 73

税引前中間純利益 10,515 10,136

法人税、住民税及び事業税 3,287 2,929

法人税等調整額 △207 12

法人税等合計 3,080 2,941

中間純利益 7,435 7,194
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 20,705 15,516 ― 15,516

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金

の取崩

別段積立金の積立

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

土地再評価差額金の

取崩

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― ―

当中間期末残高 20,705 15,516 ― 15,516

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別段積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 17,584 183 206,829 16,854 241,452 △629 277,045

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金

の取崩
△2 2 ―

別段積立金の積立 5,000 △5,000 ―

剰余金の配当 △1,665 △1,665 △1,665

中間純利益 7,435 7,435 7,435

自己株式の取得 △1,607 △1,607

自己株式の処分 △38 △38 125 86

土地再評価差額金の

取崩
22 22 22

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― △2 5,000 756 5,754 △1,481 4,272

当中間期末残高 17,584 181 211,829 17,611 247,207 △2,111 281,317
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　(単位：百万円）

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価

差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 74,993 △43 3,001 77,951 521 355,518

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金

の取崩

別段積立金の積立

剰余金の配当 △1,665

中間純利益 7,435

自己株式の取得 △1,607

自己株式の処分 86

土地再評価差額金の

取崩
22

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△3,576 46 △22 △3,553 △51 △3,604

当中間期変動額合計 △3,576 46 △22 △3,553 △51 667

当中間期末残高 71,417 2 2,978 74,398 470 356,186
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当中間会計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 20,705 15,516 ― 15,516

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金

の取崩

別段積立金の積立

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

土地再評価差額金の

取崩

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― ―

当中間期末残高 20,705 15,516 ― 15,516

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産

圧縮積立金
別段積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 17,584 178 211,829 21,022 250,615 △851 285,985

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金

の取崩
△2 2 ―

別段積立金の積立 5,000 △5,000 ―

剰余金の配当 △1,642 △1,642 △1,642

中間純利益 7,194 7,194 7,194

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △16 △16 155 139

土地再評価差額金の

取崩
4 4 4

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― △2 5,000 542 5,539 154 5,694

当中間期末残高 17,584 176 216,829 21,564 256,155 △697 291,679
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　(単位：百万円）

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価

差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 54,778 36 2,970 57,786 470 344,242

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金

の取崩

別段積立金の積立

剰余金の配当 △1,642

中間純利益 7,194

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 139

土地再評価差額金の

取崩
4

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

4,180 △69 △4 4,106 △120 3,985

当中間期変動額合計 4,180 △69 △4 4,106 △120 9,679

当中間期末残高 58,959 △32 2,965 61,892 349 353,922
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経常収益

連結粗利益

資金利益

役務取引等利益

その他業務利益

営業経費

与信費用　①＋②－③

① 一般貸倒引当金繰入額

② 不良債権処理額

貸出金償却

個別貸倒引当金繰入額

債権売却損

その他

③ 貸倒引当金戻入益

株式等関係損益

その他

経常利益

特別損益

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

非支配株主に帰属する中間純利益

親会社株主に帰属する中間純利益

28年度
28年度
中間期

29年度
中間期

中間期比（単位：百万円）

27,100  △ 829 26,271 
3,422 142 3,564 

31,384  △ 1,315 30,069 
45,182 2,535 47,717 

860  △ 627 233 
20,944 45 20,989 

340  △ 225 115 
 △ 482 94  △ 388 

822  △ 318 504 
7  △ 4 3 

743  △ 318 425 
6 39 45 

65  △ 36 29 
   -                  -                  -               
818 420 1,238 
462  △ 133 329 

11,380  △ 849 10,531 
 △ 175 106  △ 69 
11,205  △ 743 10,462 
3,803  △ 695 3,108 

 △ 259 270 11 
343  △ 334 9 

7,318 15 7,333 

１．平成２９年度中間決算ハイライト（連結） 

業績概要 最終利益の推移 

61 
73 73 

65 
74 71 

0

20

40

60

80

27/9期 28/9期 29/9期 

連結 単体 (億円) 

 山陰総合リース（リース業）：前年同期比 ＋148 百万円 

※連結子会社の粗利益（資金利益＋役務取引等利益＋その他業務利益）の単純合算を記載しております。 

連結子会社の利益の積み上げ状況（粗利益ベース） 

 ごうぎん証券（証券業）   ：前年同期比 ＋667 百万円 

経常収益の推移 

456 451 477 
387 370 395 

0

200

400

600

27/9期 28/9期 29/9期 

連結 単体 (億円) 

 連結ベースでは増収・増益（最終利益）となり、最終利益は過去最高益 

 連結子会社の出資比率を高めたことや、ごうぎん証券の黒字化が最終利益増加に貢献 

※連結粗利益は、（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用） 

 ＋（その他業務収益－その他業務費用）で算出しております。 

19 17 16 
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33 

0

5

10

15

20

25

30

35
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その他 
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証券業 
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経常収益 37,029 2,480 39,509
業務粗利益 29,881 △ 1,561 28,320

うち資金利益 27,251 △ 540 26,711
うち役務取引等利益 2,608 382 2,990
うちその他業務利益 22 △ 1,403 △ 1,381

うち債券関係損益 △ 16 △ 1,540 △ 1,556
経費（除く臨時処理分） 18,712 △ 21 18,691

うち人件費 9,024 60 9,084
うち物件費 8,242 △ 30 8,212

一般貸倒引当金繰入額　 ① △ 420 420 -           
業務純益 11,589 △ 1,960 9,629

11,169 △ 1,540 9,629
コア業務純益 11,185 0 11,185

臨時損益 △ 890 1,471 581
うち不良債権処理額　② 698 △ 645 53

うち個別貸倒引当金繰入額 626 △ 626 -           
うち貸倒引当金戻入益③ -           20 20
うち株式等関係損益 219 956 1,175
うち退職給付費用（臨時費用処理分） 867 13 880

経常利益 10,689 △ 480 10,209
特別損益 △ 174 101 △ 73

うち減損損失（固定資産） 163 △ 96 67
法人税等合計 3,080 △ 139 2,941
中間純利益 7,435 △ 241 7,194
与信費用（ ①＋②－③ ） 277 △ 244 33

（単位：百万円）

実質業務純益

28年度
中間期 28年度

中間期比

29年度
中間期

資金利益 

 貸出金利回りが一段と低下する中で、積極的なリスクテイクによる貸出金残高の増
加、外国証券・投資信託等への機動的な投資といった収益増強策を講じたものの、
前年同期比５億円の減少となった。 

役務取引等利益 

 預り資産関連手数料や事業支援関連手数料の増加などから、前年同期比３億円の増

加となった。 

経費 

 戦略的な投資を行う一方で、継続的にコスト削減に努めた結果、前年同期比微減と
なった。 

与信費用 

 不良債権処理額の減少を主因に、前年同期比２億円の減少となった。 

有価証券関係損益 

 債券関係損益は、米国債の入れ替えを実施したことなどから、前年同期比15億円

の減少となった。株式等関係損益は、ＥＴＦの売却等により、前年同期比９億円

の増加となった。 

中間純利益 

 経常利益は前年同期比４億円の減少となったものの、減損損失の減少などから、
前年同期比２億円の減少にとどまった。 

・実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額 
 ・コア業務純益＝実質業務純益－債券関係損益 
 

２．平成２９年度中間決算ハイライト（単体） 

業績概要 中間決算のポイント 

コア業務純益 

 資金利益は減少したものの、役務取引等利益の増加や経費の削減などにより、
前年同期の水準を維持した。 
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資金運用収益

うち貸出金利息

うち有価証券利息

（単位：百万円、％）

378 

120 

△ 162 

329 

1,325 

1,325 

△ 50 

前中間期比

増減額 利回差残高要因

△ 0.05 

△ 0.10 

0.04 

利回要因

△ 1,206 

△ 1,487 

３．資金利益及び役務取引等利益（単体） 

資金利益の推移 

その他 

役務取引等利益の推移 

31 31 32 

5 6 6 
3 3 5 
16 8 9 

△ 22 △ 23 △ 23 

35 
26 

29  

△ 30 

△ 20 

△ 10 
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27/9期 28/9期 29/9期 

(億円) 

役務取引等費用 

資金運用収益の増減要因 

収益 

費用 

貸出金利息 

有価証券利息配当金 

その他 

クレジットカード関連 

19 17 16 

123 132 135 

168 163 162 

△ 24 △ 24 △ 23 
△ 13 △ 16 △ 24 

272 272 267 

△ 50 

0
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350

27/9期 28/9期 29/9期 

(億円) 

収益 

費用 

事業支援関連 

預り資産関連 

役務収益比率の推移 

11.41 
8.72 

10.00 

0

5

10

15

20

27/9期 28/9期 29/9期 

（％） ・役務収益比率＝役務取引等利益／コア業務粗利益 
 

その他 

預金利息 
 事業支援関連手数料：シ・ローン、Ｍ＆Ａ、リース仲介手数料の増加などにより、

前年同期比増加。 

 預り資産関連手数料：金融商品仲介、投資信託販売手数料の増加などにより、前年
同期比増加。 
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28年度
中間期比

預　金 38,539 270 38,810 
うち個人 23,736 354 24,091 
うち法人 10,278 632 10,911 

山陰両県 33,292 270 33,563 
広島・岡山 1,927 71 1,998 
兵庫・大阪 1,301 153 1,454 
東京 1,931 △ 329 1,601 
本部 87 105 192 

貸出金 26,089 2,206 28,295 
うち個人 5,836 569 6,406 
うち法人 14,956 1,282 16,239 

山陰両県 6,188 265 6,454 
広島・岡山 2,523 391 2,915 
兵庫・大阪 3,936 635 4,571 
東京 2,308 △ 9 2,298 

有価証券 17,848 △ 68 17,779 
国債 8,927 △ 1,029 7,897 
地方債 2,159 △ 116 2,042 
社債 1,882 101 1,984 
株式 408 △ 23 384 
外国証券 3,406 742 4,149 
その他の証券 1,064 256 1,320 ※ごうぎん証券は、平成27年10月より営業を開始しております。

28年度
中間期

29年度
中間期

（単位：億円）

４．主要勘定の状況（単体） 

預金、貸出金及び有価証券の平残 地域別：法人向け貸出金（平残）の推移 

6,012 6,188  6,454  

2,301 2,523  2,915  

3,395 3,936  
4,571  

2,075 
2,308  

2,298  13,784 
14,956  

16,239  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

27/9期 28/9期 29/9期 

(億円) 

東京 

兵庫・大阪 

広島・岡山 

山陰両県 

※ご参考 当行グループ預り資産残高の推移 

2,737  2,723  2,703  

242 371 495 
2,980  3,094  3,198  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

28/9末 29/3末 29/9末 

(億円) 

ごうぎん証券 
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５．重要計数・指標の状況（連結・単体） 
利回等（単体） 有価証券の評価損益（単体） 

自己資本比率（国内基準） 不良債権の状況（金融再生法開示債権）（単体） 

197 
68 126 

144 
204 

264 

684 

511 
453 

1,025 

784 844 
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1,200
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その他 

債券 

株式 

15.94 
14.85 15.20 

15.06 
14.30 14.62 

28/9末 29/3末 29/9末 
（速報値） 

自己資本比率

（連結） 

自己資本比率

（単体） 

（％） 

20 

0 

15 

1.38 

1.25 1.14 

1.43 
1.47 

1.51 

1.25 

1.13 
1.03 

1.30 1.35 1.40 

0.13 0.12 0.11 

27/9期 28/9期 29/9期 

貸出金利回 

有価証券利回 

預貸金利回差 

預証利回差 

預金等利回 

1.6 

（％） 

1.4 

1.2 

1.0 

0.0 

159 145 144 

333 316 313 

149 121 109 
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584 566 

2.34% 
2.02% 

1.90% 
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要管理債権 

危険債権 

破産更生債権 
及びこれらに 
準ずる債権 
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（単位：百万円）

役務収益比率
（役務取引等利益／コア業務粗利益）

（単位：百万円）

ＲＯＥ 4.11 ％
[ＲＯＥ（純資産平残ベース）] [4.89 ％]

(注)　いずれも単体ベース

与信費用

（１株当たり配当予想：単体）

12.5％以上

     60％未満

   4.3％以上

10.00 ％

62.56 ％

（業績予想の前提としての与信費用：単体）

経常収益 39,509 76,600

経常収益 47,717

経常利益

親会社株主に帰属する
当期（中間）純利益

7,333 13,600

29年度 29年度

29年度

中間期実績

29年度

通期予想

通期予想中間期実績

26 円　19 円　

10,531 19,700

10,209 19,100

7,194 13,300

9,629 20,400

29年度 29年度

11,185

中間期実績

0 10

7 円　１株当たり配当予想

   [5.0％以上]

経常利益

当期（中間）純利益

業務純益

自己資本比率 14.62 ％       15％程度

コア業務純益 22,500

中間配当 期末配当

（単位：億円）

　 84億円以上

150億円以上

270億円以上

当期（中間）純利益 71 億円

平成29年度

計数目標

コア業務純益 111 億円

通期予想

通期予想

29 億円

項　　目
平成29年度
中間期実績

役務取引等利益

93,200

29年度

ＯＨＲ（経費／コア業務粗利益）

６．平成２９年度業績予想等（連結・単体） 

（単 体）   

（連 結）   

業績予想 ※ご参考 中期経営計画の計数目標及び中間期実績 
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１．業務純益【単体】 （百万円） ３．有価証券関係損益【単体】 （百万円）
28年度中間期 29年度中間期 28年度中間期 29年度中間期

28年度中間期比 28年度中間期比
業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 11,169 △ 1,540 9,629 債券関係損益 △ 16 △ 1,540 △ 1,556

職員一人当たり（千円） 5,925 △ 887 5,038 売却益 44 427 471
業務純益 11,589 △ 1,960 9,629 償還益 -                -                -                

職員一人当たり（千円） 6,148 △ 1,110 5,038 売却損 61 924 985
償還損 -                947 947

２．利回・利鞘【単体】 償却 -                94 94
(全店分) （％） 株式等関係損益 219 956 1,175

28年度中間期 29年度中間期 売却益 230 1,168 1,398
28年度中間期比 売却損 7 214 221

資金運用利回　   　　  　　（Ａ） 1.31 △ 0.05 1.26 償却 4 △ 4 0
貸出金利回 1.25 △ 0.11 1.14
有価証券利回 1.47 0.04 1.51 ４．与信費用【単体】 （百万円）

資金調達原価　　　     　　（Ｂ） 0.90 △ 0.02 0.88 28年度中間期 29年度中間期
預金等利回 0.12 △ 0.01 0.11 28年度中間期比

総資金利鞘　　　（Ａ）－（Ｂ） 0.41 △ 0.03 0.38 個別貸倒引当金繰入額 626 △ 626 -                
(国内業務部門分) （％） 貸出金償却 -                -                -                

28年度中間期 29年度中間期 その他債権売却損等 71 △ 18 53
28年度中間期比 不良債権処理額　① 698 △ 645 53

資金運用利回　   　　  　　（Ａ） 1.18 △ 0.08 1.10 一般貸倒引当金繰入額　② △ 420 420 -                
貸出金利回 1.25 △ 0.11 1.14 貸倒引当金戻入益　③ -                20 20
有価証券利回 1.30 △ 0.05 1.25 与信費用　（①＋②－③） 277 △ 244 33

資金調達原価　　　     　　（Ｂ） 0.87 △ 0.05 0.82 （注）一般貸倒引当金繰入額及び個別貸倒引当金繰入額の合計が戻入となる場合は、一括して

預金等利回 0.06 △ 0.01 0.05 　　貸倒引当金戻入益に計上しております。

総資金利鞘　　　（Ａ）－（Ｂ） 0.31 △ 0.03 0.28

Ⅰ．平成29年度中間決算の概況
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５．有価証券の評価損益

【連結】 （百万円） 【単体】 （百万円）

29年９月末 29年９月末

評 価 損 益 評 価 損 益

評  価  益 評  価  損 評  価  益 評  価  損

満期保有目的 △ 242 △ 38 △ 204 39 282

子会社・関連会社株式 -            -             -             -             -             

その他有価証券 85,974 6,185 △ 17,581 89,652 3,677 その他有価証券 84,684 5,997 △ 17,945 88,361 3,677

株式 27,748 6,158 12,356 29,775 2,027 株式 26,458 5,969 11,993 28,485 2,027

債券 45,593 △ 5,776 △ 22,864 45,989 396 債券 45,593 △ 5,776 △ 22,864 45,989 396

その他 12,633 5,804 △ 7,073 13,886 1,253 その他 12,633 5,804 △ 7,073 13,886 1,253

合      計 85,728 6,147 △ 17,788 89,692 3,963 合      計 84,442 5,959 △ 18,148 88,401 3,959

(注)「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、中間連結貸借対照表 (注)「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、中間貸借対照表計上額
   　 計上額と取得原価との差額を計上しております。    　 と取得原価との差額を計上しております。

６．１株当たり情報

【連結】 （円） 【単体】 （円）

2,252.53 64.67 2,317.20 2,205.58 60.09 2,265.67

46.26 0.75 47.01 47.00 △ 0.88 46.12

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 46.06 0.79 46.85 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 46.79 △ 0.83 45.96

29年度
中間期28年度

中間期比

29年３月末 29年３月末

28年度
中間期

29年度
中間期

29年３月末
比

１株当たり純資産

28年度
中間期比

29年９月末

１株当たり中間純利益

28年度
中間期

１株当たり中間純利益

29年９月末
29年３月末

比
１株当たり純資産

△ 38満期保有目的 △ 245 △ 206 39 285

29年３月末
比

28年９月末
比

29年３月末
比

28年９月末
比
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７．自己資本比率 ８．ＲＯＥ
【単体】 （％）

28年度中間期 29年度中間期

【連結】 （百万円、％）

28年９月末 29年３月末 29年９月末 6.26 △ 0.76 5.50

28年９月末比 29年３月末比 [速報値] 6.50 △ 1.00 5.50

（１）自己資本比率(国内基準) 15.94 14.85 △ 0.74 0.35 15.20 4.17 △ 0.06 4.11

（２）コア資本に係る基礎項目 304,726 300,905 3,004 6,825 307,730 (注)

（３）コア資本に係る調整項目 579 894 256 △ 59 835

（４）自己資本　(2)－(3) 304,146 300,010 2,748 6,884 306,894

（５）リスク・アセット等 1,907,161 2,019,083 110,714 △ 1,208 2,017,875

（６）総所要自己資本額 76,286 80,763 4,429 △ 48 80,715

(注)　総所要自己資本額はリスク・アセット等の額に４％を乗じた額となります。

【単体】 （百万円、％）

28年９月末 29年３月末 29年９月末

28年９月末比 29年３月末比 [速報値]

（１）自己資本比率(国内基準) 15.06 14.30 △ 0.44 0.32 14.62

（２）コア資本に係る基礎項目 287,158 291,849 11,203 6,512 298,361

（３）コア資本に係る調整項目 1,819 2,543 644 △ 80 2,463

（４）自己資本　(2)－(3) 285,339 289,306 10,558 6,591 295,897

（５）リスク・アセット等 1,893,663 2,022,321 129,501 843 2,023,164

（６）総所要自己資本額 75,746 80,892 5,180 34 80,926

(注)　総所要自己資本額はリスク・アセット等の額に４％を乗じた額となります。

28年度
中間期比

業務純益ベース

中間純利益ベース

業務純益ベース
(一般貸倒引当金繰入前)

・「自己資本の構成に関する開示事項」につきましては、当行ホームページ（http://www.gogin.co.jp/)

をご覧下さい。

ＲＯＥ ＝ 
業務純益（中間純利益）÷１８３×３６５  
（期首純資産の部合計（除く新株予約権）＋ 

期末純資産の部合計（除く新株予約権））÷２ 

×１００ 
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Ⅱ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況
・当行は部分直接償却を実施しておりません。

【連結】 （百万円） 【単体】 （百万円）
28年９月末 29年３月末 29年９月末 28年９月末 29年３月末 29年９月末

28年９月末比 29年３月末比 28年９月末比 29年３月末比

リスク管理債権額 63,499 57,823 △ 7,551 △ 1,875 55,948 リスク管理債権額 63,450 57,775 △ 7,521 △ 1,846 55,929

破綻先債権額 2,052 1,849 593 796 2,645 破綻先債権額 2,052 1,849 593 796 2,645

延滞債権額 46,540 43,809 △ 4,161 △ 1,430 42,379 延滞債権額 46,490 43,761 △ 4,130 △ 1,401 42,360

３カ月以上延滞債権額 413 -             △ 413 -              -             ３カ月以上延滞債権額 413 -             △ 413 -              -             

貸出条件緩和債権額 14,492 12,164 △ 3,568 △ 1,240 10,924 貸出条件緩和債権額 14,492 12,164 △ 3,568 △ 1,240 10,924

貸出金残高（末残） 2,664,347 2,798,238 213,793 79,902 2,878,140 貸出金残高（末残） 2,680,805 2,822,492 223,078 81,391 2,903,883

貸出金残高比 （％） 貸出金残高比 （％）
リスク管理債権額 2.38 2.06 △ 0.44 △ 0.12 1.94 リスク管理債権額 2.36 2.04 △ 0.44 △ 0.12 1.92

破綻先債権額 0.07 0.06 0.02 0.03 0.09 破綻先債権額 0.07 0.06 0.02 0.03 0.09

延滞債権額 1.74 1.56 △ 0.27 △ 0.09 1.47 延滞債権額 1.73 1.55 △ 0.28 △ 0.10 1.45

３カ月以上延滞債権額 0.01 -             △ 0.01 -              -             ３カ月以上延滞債権額 0.01 -             △ 0.01 -              -             

貸出条件緩和債権額 0.54 0.43 △ 0.17 △ 0.06 0.37 貸出条件緩和債権額 0.54 0.43 △ 0.17 △ 0.06 0.37

２．貸倒引当金等の状況
【連結】 （百万円） 【単体】 （百万円）

28年９月末 29年３月末 29年９月末 28年９月末 29年３月末 29年９月末
28年９月末比 29年３月末比 28年９月末比 29年３月末比

貸倒引当金 40,060 38,109 △ 2,978 △ 1,027 37,082 貸倒引当金 39,430 37,621 △ 2,649 △ 840 36,781

一般貸倒引当金 19,394 17,841 △ 1,942 △ 389 17,452 一般貸倒引当金 19,533 17,989 △ 1,990 △ 446 17,543

個別貸倒引当金 20,666 20,268 △ 1,036 △ 638 19,630 個別貸倒引当金 19,896 19,631 △ 658 △ 393 19,238

投資損失引当金 138 127 △ 42 △ 31 96 投資損失引当金 69 91 16 △ 6 85
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３．金融再生法開示債権及びその保全状況

①金融再生法開示債権【単体】 （百万円、％） ②保全状況【単体】 （百万円、％）

28年９月末 29年３月末 29年９月末 28年９月末 29年３月末 29年９月末

28年９月末比 29年３月末比 28年９月末比 29年３月末比

15,959 14,596 △ 1,538 △ 175 14,421 保全額（Ｃ）　（イ＋ロ） 52,982 48,165 △ 6,592 △ 1,775 46,390

危険債権 33,386 31,677 △ 2,067 △ 358 31,319 担保等による保全額（イ） 29,236 25,580 △ 4,586 △ 930 24,650

要管理債権 14,906 12,164 △ 3,982 △ 1,240 10,924 破産更生等債権 6,249 5,831 △ 741 △ 323 5,508

小　　計（Ａ） 64,253 58,437 △ 7,588 △ 1,772 56,665 危険債権 20,151 17,972 △ 2,550 △ 371 17,601

正常債権 2,676,794 2,828,262 240,479 89,011 2,917,273 要管理債権 2,836 1,777 △ 1,297 △ 238 1,539

合　　計（Ｂ） 2,741,047 2,886,700 232,892 87,239 2,973,939 貸倒引当金残高（ロ） 23,746 22,584 △ 2,007 △ 845 21,739

破産更生等債権 9,710 8,765 △ 798 147 8,912

（Ｂ）に占める（Ａ）の割合 2.34 2.02 △ 0.44 △ 0.12 1.90 危険債権 10,165 10,846 136 △ 545 10,301

（注）「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」を略して表示しております。（以下同様） 要管理債権 3,869 2,973 △ 1,344 △ 448 2,525

カバー率（Ｃ）／（Ａ） 82.45 82.42 △ 0.59 △ 0.56 81.86

100.00 100.00 -            -            100.00

危険債権 90.80 90.97 △ 1.71 △ 1.88 89.09

要管理債権 44.98 39.04 △ 7.77 △ 1.83 37.21

引当率（ロ）／（Ａ－イ） 67.81 68.73 0.09 △ 0.83 67.90

100.00 100.00 -            -            100.00

危険債権 76.80 79.14 △ 1.71 △ 4.05 75.09

要管理債権 32.06 28.62 △ 5.15 △ 1.71 26.91

破産更生等債権（注）

破産更生等債権

破産更生等債権
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４．業種別貸出状況等
①業種別貸出金【単体】 （百万円） ②業種別リスク管理債権【単体】 （百万円）

28年９月末 29年３月末 29年９月末 28年９月末 29年３月末 29年９月末

国内店分 国内店分
（除く特別国際金融取引勘定） 2,680,805 2,822,492 223,078 81,391 2,903,883 （除く特別国際金融取引勘定） 63,450 57,775 △ 7,521 △ 1,846 55,929

製造業 367,504 375,636 13,718 5,586 381,222 製造業 11,782 11,887 569 464 12,351
農業、林業 6,061 6,370 445 136 6,506 農業、林業 157 156 △ 2 △ 1 155
漁業 2,084 2,273 390 201 2,474 漁業 95 89 △ 14 △ 8 81
鉱業、採石業、砂利採取業 1,268 1,168 △ 210 △ 110 1,058 鉱業、採石業、砂利採取業 -             -             -             -             -             
建設業 81,025 88,303 8,864 1,586 89,889 建設業 3,782 3,288 △ 439 55 3,343
電気・ガス・熱供給・水道業 52,160 56,088 8,469 4,541 60,629 電気・ガス・熱供給・水道業 -             -             -             -             -             
情報通信業 24,718 28,169 881 △ 2,570 25,599 情報通信業 86 96 52 42 138
運輸業、郵便業 97,629 98,647 441 △ 577 98,070 運輸業、郵便業 1,378 1,298 △ 210 △ 130 1,168
卸売業、小売業 316,728 315,110 5,822 7,440 322,550 卸売業、小売業 13,946 11,416 △ 1,733 797 12,213
金融業、保険業 115,488 125,264 9,337 △ 439 124,825 金融業、保険業 4,614 4,189 △ 427 △ 2 4,187
不動産業、物品賃貸業 349,156 389,239 69,786 29,703 418,942 不動産業、物品賃貸業 6,537 5,152 △ 1,999 △ 614 4,538
各種サービス業 290,492 317,386 25,391 △ 1,503 315,883 各種サービス業 13,502 12,691 △ 3,519 △ 2,708 9,983
地方公共団体 318,793 334,181 10,333 △ 5,055 329,126 地方公共団体 -             -             -             -             -             
その他 657,694 684,653 69,409 42,450 727,103 その他 7,565 7,508 204 261 7,769

③消費者ローン残高【単体】 （百万円）
29年９月末 ５．預り資産残高 （百万円）

29年９月末
消費者ローン残高 612,780 640,817 62,027 33,990 674,807

住宅ローン残高 524,462 548,567 51,071 26,966 575,533 当行グループの預り資産残高 298,003 309,472 21,819 10,350 319,822

その他ローン残高 88,317 92,249 10,956 7,024 99,273 当行の預り資産残高 273,709 272,367 △ 3,409 △ 2,067 270,300

④中小企業等貸出比率【単体】 （％） 公共債 30,425 25,844 △ 6,689 △ 2,108 23,736

28年９月末 29年３月末 29年９月末 投資信託 86,687 87,257 △ 1,237 △ 1,807 85,450

28年９月末比 29年３月末比 年金保険 156,596 159,265 4,516 1,847 161,112

中小企業等貸出比率 64.88 66.29 2.43 1.02 67.31 ごうぎん証券の預り資産残高 24,294 37,103 25,227 12,418 49,521

(注)年金保険は、一時払個人年金保険の販売累計額を記載しております。

28年９月末

28年９月末比 29年３月末比

28年９月末比 29年３月末比

29年３月末

28年９月末 29年３月末
28年９月末比 29年３月末比

28年９月末比 29年３月末比
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Ⅲ．ご参考

１．部分直接償却を実施した場合の平成29年９月末のリスク管理債権【単体】 ２．部分直接償却を実施した場合の平成29年９月末の金融再生法開示債権【単体】

（百万円） （百万円、％）

29年９月末 29年９月末

(部分直接償却
実施前)

(部分直接償却
実施後)

(部分直接償却
実施前)

(部分直接償却
実施後)

リスク管理債権額 55,929 48,309 △ 7,620 14,421 6,630 △ 7,791

破綻先債権額 2,645 1,046 △ 1,599 危険債権 31,319 31,319                -

延滞債権額 42,360 36,338 △ 6,022 要管理債権 10,924 10,924                -

３カ月以上延滞債権額                -                -                - 小　　計（Ａ） 56,665 48,874 △ 7,791

貸出条件緩和債権額 10,924 10,924                - 正常債権 2,917,273 2,917,273                -

合　　計（Ｂ） 2,973,939 2,966,148 △ 7,791

貸出金残高（末残） 2,903,883 2,896,263 △ 7,620

（Ｂ）に占める（Ａ）の割合 1.90 1.64 △ 0.26

貸出金残高比 （％） 保全状況 （百万円、％）

リスク管理債権額 1.92 1.66 △ 0.26 保全額（Ｃ）　（イ＋ロ） 46,390 38,598 △ 7,792

破綻先債権額 0.09 0.03 △ 0.06 担保等による保全額（イ） 24,650 24,650                -

延滞債権額 1.45 1.25 △ 0.20 貸倒引当金残高（ロ） 21,739 13,948 △ 7,791

３カ月以上延滞債権額                -                -                - カバー率（Ｃ）／（Ａ） 81.86 78.97 △ 2.89

貸出条件緩和債権額 0.37 0.37 0.00 引当率（ロ）／（Ａ－イ） 67.90 57.58 △ 10.32

(注) 当行が仮に「部分直接償却」を行った場合、リスク管理債権は上記のとおりとなります。 (注) 当行が仮に「部分直接償却」を行った場合、金融再生法開示債権は上記のとおりとなります。

破産更生等債権

差      異 差      異
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３．平成29年９月末の自己査定結果と金融再生法開示債権及びリスク管理債権【単体】
（億円）

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法開示債権
対象：貸出金等与信関連債権 対象：貸出金等与信関連債権

区  分 分        類 区  分 貸 出 金

与信残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 与信残高 残 高
破綻先 (    0) (    7) (    2) (   16)

  26   19     7      -      - 破産更生等債権    26 
実質破綻先 (  18) (  28) (    9) (   61)

   117     89      28      -      -    144    89     55  100.0%  100.0%
延滞債権

破綻懸念先 危険債権
( 119) (  59) ( 136)     313  103   176   89.0%   75.0%    423 

   315    222    59    33 ３カ月以上
要管理債権 延滞債権      - 
(貸出金のみ) 貸出条件

要管理先  109     25     15   37.2%   26.9% 緩和債権    109 
小　　計

   151    19    131 (  566)  (  217)  (  246)  (81.8%)  (67.9%)    559 

要管理先
以外の要
注意先

 2,493    673  1,819 正常債権

正常先

26,634 26,634 29,172    140 
合　　計 ( 27,467) ( 2,046) ( 147) (   77) 合　　計

29,739 27,659  2,046    33      - 29,739  358 

(注) １．単位未満を切り捨てて表示しております。
２．貸出金等与信関連債権とは貸出金、支払承諾見返、外国為替、貸出金に準ずる仮払金、未収利息及び金融機関保証付私募債であります。
３．自己査定結果（債務者区分別）における分類額は、直接償却・個別貸倒引当処理後の金額を記載しております。
 　 　また、Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ分類の（　　）内は個別貸倒引当金控除前の分類額、非分類の（　　）内はⅡ・Ⅲ・Ⅳ分類額に対する個別貸倒引当金を加算する前の分類額であります。
 　 　なお、破綻先・実質破綻先のⅢ・Ⅳ分類は全額引当済であります。
４．破綻懸念先には、複数の債務者に対する転貸債権の状況により開示区分を決定すべき与信形態のものが含まれておりますので、破綻懸念先債権額と危険債権額は一致しておりません。
５．金融再生法開示債権におけるカバー率は、与信残高に対する引当額・担保等による保全額の割合を、引当率は与信残高から担保等による保全額を除いた部分に対する引当額の割合を
 　 　それぞれ記載しております。

リスク管理債権
対象：貸出金

区　分

破綻先債権

合　　計

カ バ ー 率 引 当 率 引 当 額 
担 保 等 
に よ る 
保 全 額 

要
 
注
 
意
 
先
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